
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

2
③消費下支え等を通じた生活

者支援

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（地区灯電気料金補助金)

①各行政区が所有し維持管理する地区灯に要する電気料金について，エネルギー等の物価高騰に対する電気料金を一部補助することにより，各行政区の経済的な負担軽減及び防犯力の維持に対する支援を行う。

②地区灯電気料金補助金

③補助金　150万円（29地区，地区灯合計1,344基，各区が支払ったR7.9月分電気料金に4を乗じた額）

・内訳（大平1,600円，羽根野7,600円，下曽根7,600円，押付新田7,600円，中田切7,600円，羽根野台192,000円，早尾台128,000円，もえぎ野台168,000円，羽中8,000円，福木3,200円，中谷14,400円，立崎4,800円，加納新田6,000円，惣新田12,800

円，内宿3,200円，浜宿4,400円，馬場40,000円，上柳宿4,400円，下柳宿6,000円，布川台13,600円，白鷺の街56,000円，八幡台16,000円，利根ニュータウン240,000円，利根フレッシュタウン168,000円，四季の丘160,000円，奥山4,000円，押戸

14,800円，大房16,000円，立木4,800円　合計1,320,400×1.1掛け≒1,500,000円）

④29地区のうち申請を行った行政区

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料品価格等

の物価高騰に伴う子育て世帯

支援

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（学校給食運営事業・国R6

補正予算分)

①長期にわたる物価高騰により経済的な影響を受けている子育て世帯に対し，保護者が負担する学校給食費及び，給食食材の物価高騰分を支援する。教職員の給食費は含まない。

②令和7年4月から令和8年3月分までの給食費（11カ月）

・学校給食食材（町内の児童・生徒）

・物価上昇分

③

⑴町内児童生徒

・小学生　4,560円×11カ月×367名＝18,408,720円

・中学生　5,130円×11カ月×277名＝15,631,110円　 34,039,830円

⑵物価上昇分　  3,368,932円

⑴＋⑵  合計　　37,408,762円

うちR6補正分で総事業費28,987千円（うち27,337千円に交付金充当）

④町内小中学生の保護者

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活

者支援

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（プレミアム付商品券事業)

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者の負担軽減および売上が落ち込む事業者への支援を目的に，町内の商店等で共通して使用できるプレミアム付商品券を発行し，地域経済の活性化を図る。

②

・商品券20％プレミアム分×5,500冊

・プレミアム付商品券販売事務業務委託費

③

・商品券プレミアム相当分（20％）2,000円（税込）×5,500冊＝11,000,000円

・プレミアム付商品券販売事務業務委託費5,439,500円

　事務管理費　1,809,500円

　　　内訳：・事務委託手数料　     55,000円

　　　　　　　・補助事業管理費　   159,500円

　　　　　　　・商品券印刷　200円×5,500冊×1.1＝1,210,000円

　　　　　　　・案内チラシ印刷　15円×10,000冊×1.1＝165,000円

             　・のぼり旗　1,000円×100冊×1.1＝110,000円

　　　　　　　・案内通信費　1,000円×100通×1.1＝110,000円

　販売管理費（販売手数料）　300円×5,500冊×1.1＝1,815,000円

　換金管理費（換金手数料）　12.5円×132,000枚×1.1＝1,815,000円

④町民・町内事業者

R7.10 R8.3
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⑧地域公共交通・物流や地域

観光業等に対する支援

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（公共交通・廃棄物収集運

搬事業者）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け，町に関係のある事業者に対し支援金を交付することにより，経費の負担軽減を図り事業継続のための支援を行う。

②交通事業者，廃棄物収集運搬業者への支援補助金

③

【交通事業者】

・補助金　70万円（バス事業者　路線バス1台あたり5万円×13台，タクシー事業者　町常駐台数1台あたり2.5万円×2台）

【廃棄物収集運搬業者】

・補助金　33万円（石井産業15万円，光商社9万円，クリーン産業9万円）

・契約時の設計積算金額と5月度時点の燃料油標準単価で算出した積算金額の差額分を支給

④

・町内に事業所（営業所），町に関係のある交通事業者

・町がごみ等の収集運搬業務を委託する廃棄物収集運搬事業者

R7.6 R8.3
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②エネルギー・食料品価格等

の物価高騰に伴う子育て世帯

支援

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（学校給食運営事業・国R7

予備費分)

①長期にわたる物価高騰により経済的な影響を受けている子育て世帯に対し，保護者が負担する学校給食費及び，給食食材の物価高騰分を支援する。教職員の給食費は含まない。

②令和7年4月から令和8年3月分までの給食費（11カ月）

・学校給食食材（町内の児童・生徒）

・物価上昇分

③

⑴町内児童生徒

・小学生　4,560円×11カ月×367名＝18,408,720円

・中学生　5,130円×11カ月×277名＝15,631,110円　 34,039,830円

⑵物価上昇分　  3,368,932円

⑴＋⑵  合計　　37,408,762円

うちR7予備費で総事業費8,422千円（うち8,422千円に交付金充当）

④町内小中学生の保護者

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通じた生活

者支援
防犯カメラ等設置事業補助金

①地区で行う防犯カメラ等の設置事業において，安全・安心な地域づくりを推進し，また近年の材料費等の物価高騰に対する工事費用の一部を補助することにより，各行政区の経済的な負担支援を行う。

②防犯カメラ等設置事業補助金

③補助金　30万円(限度額10万円×3地区)

　申請地区：中田切区10万円・奥山地区10万円・立木地区10万円

　1台当たりの設置費用：15万円～20万円

　補助金額：設置工事費の合計額に3分の2を乗じて得た額

　　　　　　3分の2を乗じて得た額が10万円を超えた場合でも，補助金額は限度額の10万円となる。

（うち200千円に交付金充当）

④町内36地区のうち申請を行った行政区

R7.4 R8.3
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③物価高騰に伴う子育て世帯

支援

自転車通学用ヘルメット支給事

業

①長期にわたる物価高騰により経済的な影響を受けている子育て世帯に対し，保護者が負担する自転車用ヘルメットを支給することで，安心して妊娠・出産・子育てができるよう切れ目ない子育て支援を行うとともに、町内中学校生徒の交通安全を図

る。

②町内中学校に入学する新１年生対象の自転車用ヘルメット

③3,900円×97人×1.1=416,130円（うち416千円に交付金充当）

④町内中学生の保護者

R8.2 R8.3
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⑧農林水産業における物価高

騰対策支援

利根町がんばる農業者等支援事

業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている農業経営者に対し，農産物の生産性向上による，新規作物の導入及び栽培方法の改善等に取り組む意欲のある農業経営者に対し補助金を交付することにより，経費の負担軽減を図り，農業経

営継続のための支援を行う。

②農業経営者への補助金

③品質向上のための機械購入(色彩選別機) 農業経営者１名　1,102,000円（機械購入費の1/3）

④農業経営者

R7.6 R7.9

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け，町にある各施設等に対し支援金を交付することにより，経費の負担軽減を図り事業継続のための支援を行う。

②町内の医療機関，保育所，社会福祉施設，大学等への支援補助金

③

【町内医療機関等】

・補助金　55万円（町内の診療医院　1機関あたり 5万円×4機関，・歯科医院　1機関あたり5万円×5機関，調剤薬局　1薬局あたり 5万円×2薬局）

【町内保育所等施設】

・補助金　80万円（保育所，認定こども園　1施設あたり15万円×5施設，事業所内保育所　1施設あたり5万円×1施設）

【社会福祉施設等】

・補助金　85万円（定員51名以上の社会福祉施設　1施設あたり15万円×5施設

，定員50名以下の社会福祉施設　1施設あたり5万円×2施設）

【大学等】

・補助金　20万円（大学　15万円×1校，専門学校　5万円1校）

④

【町内医療機関等(12機関)】

・診療医院…鈴木内科，服部内科，協和ガーデンクリニック，山中医院＊国保診療所を除く

・歯科医院…太子堂歯科，杉山歯科，尾上歯科，平田歯科，協和ガーデンクリニック

・調剤薬局…利根町薬局，はない薬局

【町内保育所等施設（6施設）】

・保育所，認定こども園…布川保育園，文間保育園，東文間保育園，利根大和幼稚園，利根二葉幼稚園

・事業所内保育所…もえぎ野わかば保育園

【町内社会福祉施設(7施設)】

・定員51名以上の社会福祉施設（デイサービス，グループホーム，ショートステイ等）　5施設

・定員50名以下の社会福祉施設（デイサービス，障害者支援施設等）2施設

【町内に所在する学校法人※公立は除く（2校）】

・日本ウェルネススポーツ大学・グローバルビジネス専門学校

エネルギー等価格高騰重点支援

事業（医療・介護・保育施設・

大学等）

⑤医療・介護・保育施設、学

校施設、公衆浴場等に対する

物価高騰対策支援

5 R7.6 R8.3


